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(57)【要約】
【課題】大型リチウムイオン電池容器に適用可能な高強度を有しており、しかも成形性に
も優れ、さらにレーザー溶接性にも優れたＡｌ-Ｆｅ系アルミニウム合金板を提供する。
【解決手段】Fe：0.3～1.5質量%、Mn：0.3～1.0質量%、Cu：0.2～1.0質量%、Mg：0.2～1.
0質量%、Ti：0.002～0.20質量%、Zr：0.05～0.20質量%を含有し、Mn／Feの質量比が0.2～
1.0であり、残部Alおよび不純物からなり、不純物としてのSiが0.30質量％未満である成
分組成と、円相当径5μm以上の第２相粒子数が500個／mm2未満である金属組織を有し、伸
びの値が2%以上、且つ引張り強度が160MPa以上である冷延ままのアルミニウム合金板。ま
たは20%以上の伸びの値、且つ130MPa以上の引張り強度を呈する冷延焼鈍材であるアルミ
ニウム合金板。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｆｅ：０．３～１．５質量％、Ｍｎ：０．３～１．０質量％、Ｃｕ：０．２～１．０質
量％、Ｍｇ：０．２～１．０質量％、Ｔｉ：０．００２～０．２０質量％、Ｚｒ：０．０
５～０．２０％質量％を含有し、Ｍｎ／Ｆｅの質量比が０．２～１．０であり、残部Ａｌ
および不純物からなり、不純物としてのＳｉが０．３０質量％未満である成分組成と、円
相当径５μｍ以上の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２未満である金属組織を有し、２％以
上の伸びの値、且つ１６０ＭＰａ以上の引張り強度を呈する冷延まま材であることを特徴
とする成形性、溶接性に優れた電池ケース用アルミニウム合金板。
【請求項２】
　Ｆｅ：０．３～１．５質量％、Ｍｎ：０．３～１．０質量％、Ｃｕ：０．２～１．０質
量％、Ｍｇ：０．２～１．０質量％、Ｔｉ：０．００２～０．２０質量％、Ｚｒ：０．０
５～０．２０質量％を含有し、Ｍｎ／Ｆｅの質量比が０．２～１．０であり、残部Ａｌお
よび不純物からなり、不純物としてのＳｉが０．３０質量％未満である成分組成と、円相
当径５μｍ以上の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２未満である金属組織を有し、２０％以
上の伸びの値、且つ１３０ＭＰａ以上の引張り強度を呈する冷延焼鈍材であることを特徴
とする成形性、溶接性に優れた電池ケース用アルミニウム合金板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン電池などの二次電池用容器に用いられる、成形性、レーザー
溶接性に優れた高強度のアルミニウム合金板に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　Ａｌ－Ｍｎ系の３０００系合金は、強度、成形性及びレーザー溶接性が比較的優れてい
るため、リチウムイオン電池などの二次電池用容器を製造する際の素材として使用される
ようになっている。所望形状に成形後にレーザー溶接によって封止密封して二次電池用容
器と使用とするものである。前記３０００系合金とともに既存の３０００系合金をベース
として、さらに強度及び成形性を高めた二次電池容器用アルミニウム合金板に関する開発
もなされてきた。
【０００３】
　例えば特許文献１では、アルミニウム合金板の組成として、Ｓｉ：０．１０～０．６０
質量％、Ｆｅ：０．２０～０．６０質量％、Ｃｕ：０．１０～０．７０質量％、Ｍｎ：０
．６０～１．５０質量％、Ｍｇ：０．２０～１．２０質量％、Ｚｒ：０．１２を超え０．
２０質量％未満、Ｔｉ：０．０５～０．２５質量％、Ｂ：０．００１０～０．０２質量％
を含有し、残部Ａｌと不可避的不純物とからなり、円筒容器深絞り成形法で圧延方向に対
する４５°耳率が４～７％であることを特徴とする矩形断面電池容器用アルミニウム合金
板が記載されている。
【０００４】
　一方、最近では、電池ケースとして十分な強度と絞り‐しごき加工性、クリープ特性を
有し、レーザー溶接性に優れ、充放電サイクル時のケース厚さ増加を抑制できる角型リチ
ウムイオン電池ケース用アルミニウム合金板も開発されている。特許文献２では、Ｍｎ：
０．８質量％以上、１．８質量％以下、Ｍｇ：０．６質量％を超え１．２質量％以下、Ｃ
ｕ：０．５質量％を超え１．５質量％以下を含有し、不純物としてのＦｅを０．５質量％
以下、Ｓｉを０．３質量％以下に規制し、残部Ａｌおよび不可避的不純物からなる組成を
有し、{００１}＜１００＞方位の方位密度Ｃと{１２３}＜６３４＞方位の方位密度Ｓとの
比（Ｃ／Ｓ）が０．６５以上１．５以下であり、さらに最終冷間圧延後の引張強さが２５
０ＭＰａ以上３３０ＭＰａ以下、伸びが１％以上である角型電池容器用アルミニウム合金
板が記載されている。
【０００５】
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　しかしながら、３０００系合金をベースとしてその組成を改良したアルミニウム合金板
では、溶接溶け込み深さが不足することもあり、場合によっては異常ビードが発生し、レ
ーザー溶接性に問題があることが知られている。
　そこで、１０００系をベースとしたレーザー溶接性に優れる二次電池容器用アルミニウ
ム合金板も開発されている。特許文献３では、Ａ１０００系アルミニウム材をパルスレー
ザー溶接により、異常部の発生が防止され、均一に良好な溶接部を形成することができる
パルスレーザー溶接用アルミニウム合金材及び電池ケースが記載されている。これによる
と、従来、鋳造過程における結晶粒の粗大化を抑制するために添加されていたＴｉが溶接
部に悪影響を与えており、パルスレーザー溶接によりＡ１０００系アルミニウムを溶接し
た時の異常部の形成を防止するためには、純アルミニウム中に含まれるＴｉを０．０１質
量％未満に規制すればよいとのことである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第４００１００７号公報
【特許文献２】特開２０１０－１２６８０４号公報
【特許文献３】特開２００９－１２７０７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　確かに、１０００系では溶接性が安定し（異常ビード数が少ない）、成形性に優れるも
のの強度が低いという問題がある。したがって、リチウムイオン電池の大型化が進む中で
、高強度特性も要求されることが予想され、１０００系のアルミニウム材をそのまま適用
することには問題がある。
　前述のように、３０００系の合金板では強度や深い溶け込み深さが得られるものの、１
０００系の合金板にくらべ成形性が劣り、異常ビード数が多い傾向がある。また、１００
０系の合金板では、成形性に優れ、異常ビード数は低下するが、強度不足が懸念される。
　本発明は、このような課題を解決するために案出されたものであり、大型リチウムイオ
ン電池容器に適用可能な高強度を有しており、しかも成形性にも優れ、さらにレーザー溶
接性にも優れたＡｌ-Ｆｅ系アルミニウム合金板を提供することを目的とするものである
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の成形性、溶接性に優れた電池ケース用アルミニウム合金板は、その目的を達成
するために、Ｆｅ：０．３～１．５質量％、Ｍｎ：０．３～１．０質量％、Ｃｕ：０．２
～１．０質量％、Ｍｇ：０．２～１．０質量％、Ｔｉ：０．００２～０．２０質量％、Ｚ
ｒ：０．０５～０．２０質量％を含有し、Ｍｎ／Ｆｅの質量比が０．２～１．０であり、
残部Ａｌおよび不純物からなり、不純物としてのＳｉが０．３０質量％未満である成分組
成と、円相当径５μｍ以上の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２未満である金属組織を有す
ることを特徴とする。
　冷延まま材である場合、２％以上の伸びの値、且つ１６０ＭＰａ以上の引張り強度を呈
するものとする。また、冷延焼鈍材とした場合、２０％以上の伸びの値、且つ１３０ＭＰ
ａ以上の引張り強度を呈するものとする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のアルミニウム合金板は、高い強度を有するとともに成形性にも優れ、しかも優
れたレーザー溶接性を備えているので、密閉性能に優れるとともに膨れの抑制が可能な二
次電池用容器を低コストで製造することができる。
　特に冷延まま材の場合には２％以上の伸びの値、且つ１６０ＭＰａ以上の引張り強度を
有し、冷延焼鈍材とした場合、１３０ＭＰａ以上の引張り強度ばかりでなく伸びの値が２
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０％以上となって優れた成形性を発現する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】異常ビード数の測定／評価方法を説明する概念図
【図２】溶け込み深さの測定／評価方法を説明する概念図
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　二次電池は、容器に電極体を入れた後に、溶接等により蓋を付けて密封することによっ
て製造されている。このような二次電池を携帯電話などに使用すると、充電する際、容器
内部の温度が上昇して、容器内部の圧力が増加することがある。このため、容器を形作っ
ている材料の強度が低いと製造された容器に大きな膨れが生じるという問題がある。した
がって、用いる材料として高い強度を有するものが求められる。
　また、容器を形作る方法としてプレス法が用いられるのが一般的であるから、用いる材
料自身に優れたプレス成形性を有することが要求される。
【００１２】
　しかも、蓋を付けて密封する方法として溶接法が用いられるので、溶接性に優れること
も要求される。そして、二次電池用容器等を製造の際の溶接法としてレーザー溶接法が用
いられる場合が多い。
　ところで、レーザー溶接性に関しては、（１）溶接ビード幅の安定性，溶け込み深さの
安定性や（２）溶接ビード幅に対してより深い溶け込み深さを得ること、が課題として挙
げられる。
　一般的には、溶接ビード幅が広くなると溶け込み深さも深くなる傾向がある。このため
局所的に異常ビード部では溶接ビード幅が広く、溶け込み深さが深くなり、ひどい場合に
は溶融部の突き抜けなどが生じてしまい電池の性能や信頼性の低下を招くことになる。
【００１３】
　また一方、溶け込み深さを調査するためには多くの断面を観察する必要があり労力を有
する。ただ、前述の通り同一合金内では溶接ビード幅と溶け込み深さには相関があること
から、溶接ビード幅を測定し異常（粗大）ビードを検出することで、問題となる異常な溶
け込み深さのビードの比率を簡易的に調査することができる。
　本発明者等は、高強度でプレス成形性に優れるとともに、溶接部に発生した異常ビード
数や溶接部における溶け込み深さの調査を通じてレーザー溶接性にも優れたアルミニウム
合金板を得るべく鋭意検討を重ね、本発明に到達した。
　以下にその内容を説明する。
【００１４】
　まず、本発明の二次電池容器用アルミニウム合金板に含まれる各元素の作用、適切な含
有量等について説明する。
Ｆｅ：０．３～１．５質量％
　Ｆｅは、アルミニウム合金板の強度を増加させ、レーザー溶接における溶け込み深さを
確保するため、必須の元素である。Ｆｅ含有量が０．３質量％未満であると、アルミニウ
ム合金板の強度が低下するとともに、レーザー溶接時における溶け込み深さが減少するた
め、好ましくない。Ｆｅの含有量が１．５質量％を超えると、鋳塊鋳造時にＡｌ－（Ｆｅ
・Ｍｎ）－Ｓｉ系、Ａｌ６Ｆｅ等の粗大な金属間化合物が晶出して、最終板における成形
性が低下するとともに、これら金属間化合物はレーザー溶接時にＡｌマトリックスに比べ
蒸発しやすく、異常ビード数が増加して溶接性が低下するため、好ましくない。
　従って、Ｆｅ含有量は、０．３～１．５質量％の範囲とする。より好ましいＦｅ含有量
は、０．５～１．５質量％の範囲である。さらに好ましいＦｅ含有量は、０．７～１．５
質量％の範囲である。
【００１５】
Ｍｎ：０．３～１．０質量％
　Ｍｎは、アルミニウム合金板の強度を増加させ、レーザー溶接における溶け込み深さを
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確保するため、必須の元素である。Ｍｎ含有量が０．３質量％未満であると、アルミニウ
ム合金板の強度が低下するとともに、レーザー溶接時における溶け込み深さが減少するた
め、好ましくない。Ｍｎの含有量が１．０質量％を超えると、鋳塊鋳造時にＡｌ－（Ｆｅ
・Ｍｎ）－Ｓｉ系、Ａｌ６Ｍｎ等の粗大な金属間化合物が晶出して、最終板における成形
性が低下するとともに、これら金属間化合物はレーザー溶接時にＡｌマトリックスに比べ
蒸発しやすく、異常ビード数が増加して溶接性が低下するため、好ましくない。
　従って、Ｍｎ含有量は、０．３～１．０質量％の範囲とする。より好ましいＭｎ含有量
は、０．３～０．８質量％の範囲である。さらに好ましいＭｎ含有量は、０．４～０．７
質量％の範囲である。
【００１６】
Ｔｉ：０．００２～０．２０質量％
　Ｔｉは鋳塊鋳造時に結晶粒微細化剤として作用し、鋳造割れを防止することができる。
勿論、Ｔｉは単独で添加してもよいが、Ｂと共存することによりさらに強力な結晶粒の微
細化効果を期待できるので、Ａｌ－５％Ｔｉ－１％Ｂなどのロッドハードナーでの添加で
あってもよい。
　Ｔｉ含有量が、０．００２質量％未満であると、鋳塊鋳造時の微細化効果が不十分なた
め、鋳造割れを招くおそれがあり、好ましくない。Ｔｉ含有量が、０．２０質量％を超え
ると、鋳塊鋳造時にＴｉＡｌ３等の粗大な金属間化合物が晶出して、最終板における成形
性を低下させるため、好ましくない。
　従って、Ｔｉ含有量は、０．００２～０．２０質量％の範囲とする。より好ましいＴｉ
含有量は、０．００２～０．１５質量％の範囲である。さらに好ましいＴｉ含有量は、０
．００５～０．１０質量％の範囲である。
【００１７】
Ｚｒ：０．０５～０．２０質量％
　ＺｒはＴｉと同様に鋳塊鋳造時に結晶粒微細化剤として作用し、鋳造割れを防止するこ
とができる。またＴｉとＺｒを共存させると、急冷凝固を伴う溶接ビード部の凝固時の割
れ発生を防ぎ、パルスレーザー溶接の高速度化を可能とする。Ｔｉ、Ｚｒ及びＢを共存さ
せると、急冷凝固を伴う溶接ビード部の凝固時の割れ発生を防止する効果がさらに顕著に
なる。
　Ｚｒ含有量が０．２０質量％を超えると、鋳塊鋳造時にＺｒＡｌ３等の粗大な金属間化
合物が晶出して、最終板における成形性を低下させるため、好ましくない。Ｚｒ含有量が
０．０５質量％に満たないと十分な効果は得られない。従って、好ましいＺｒ含有量は０
．０５～０．２０質量％である。より好ましいＺｒ含有量は、０．０７～０．２０質量％
の範囲である。さらに好ましいＺｒ含有量は、０．０７～０．１８質量％の範囲である。
【００１８】
Ｂ：０．０００５～０．１０質量％
　ＢもＴｉ、Ｚｒと同様に鋳塊鋳造時に結晶粒微細化剤として作用し、鋳造割れを防止す
ることができる。このため、必要に応じて含有させる。
　Ｂ含有量が０．１０質量％を超えると、ＴｉＢ２が安定化した金属間化合物となって、
結晶粒微細化効果が減衰するとともに、ＤＩ成形後の外観肌荒れが起こるおそれがあるた
め、好ましくない。Ｂ含有量が０．０００５質量％に満たないと十分な結晶粒微細化効果
は得られない。従って、好ましいＢ含有量は０．０００５～０．１０質量％である。より
好ましいＢ含有量は、０．００１～０．０５質量％の範囲である。さらに好ましいＢ含有
量は、０．００１～０．０１質量％の範囲である。
【００１９】
Ｃｕ含有量：０．２～１．０質量％
　Ｃｕは、ＭｇとともにＣｕＭｇＡｌ２相としてＡｌマトリックスに析出することにより
、アルミニウム合金板の強度を増加させる。Ｃｕ含有量が０．２質量％に満たないと、強
度の増加が不十分であり、好ましくない。また逆にＣｕ含有量が１．０質量％を超えるほ
どに多いと、最終板の成形性が低下するため、好ましくない。
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　従って、Ｃｕ含有量は、０．２～１．０質量％の範囲とする。より好ましいＣｕ含有量
は、０．２～０．９質量％の範囲である。さらに好ましいＣｕ含有量は、０．２～０．８
質量％の範囲である。
【００２０】
Ｍｇ含有量：０．２～１．０質量％
　Ｍｇは、ＣｕとともにＣｕＭｇＡｌ２相としてＡｌマトリックスに析出することにより
、アルミニウム合金板の強度を増加させる。Ｍｇ含有量が０．２質量％に満たないと、強
度の増加が不十分であり、好ましくない。また逆にＭｇ含有量が１．０質量％を超えるほ
どに多いと、レーザー溶接の際に酸化皮膜が発生して、溶接性が低下するため、好ましく
ない。
　従って、Ｍｇ含有量は、０．２～１．０質量％の範囲とする。より好ましいＭｇ含有量
は、０．２～０．９質量％の範囲である。さらに好ましいＭｇ含有量は、０．２～０．８
質量％の範囲である。
【００２１】
不純物としてのＳｉ含有量：０．３０質量％未満
　不可避的不純物としてのＳｉの含有量は、０．３０質量％未満に制限することが好まし
い。Ｓｉ含有量が０．３０質量％以上であると、鋳塊鋳造時にＡｌ-（Ｆｅ・Ｍｎ）-Ｓｉ
等の粗大な金属間化合物を晶出して、成形性が低下する。より好ましいＳｉ含有量は、０
．２５質量％未満である。さらに好ましいＳｉ含有量は、０．２０質量％未満である。
　本発明において、Ｓｉ含有量は、０．２０質量％未満であれば、成形性及び溶接性等の
特性について低下することはない。
【００２２】
その他の不可避的不純物
　不可避的不純物は原料地金、返り材等から不可避的に混入するもので、それらの許容で
きる含有量は、例えば、Ｚｎの０．２５質量％未満、Ｎｉの０．２０質量％未満、Ｇａ及
びＶの０．０５質量％未満、Ｐｂ、Ｂｉ、Ｓｎ、Ｎａ、Ｃａ、Ｓｒについては、それぞれ
０．０２質量％未満、その他各０．０５質量％未満であって、この範囲で管理外元素を含
有しても本発明の効果を妨げるものではない。
【００２３】
Ｍｎ／Ｆｅの質量比：０．２～１．０
　本発明の範囲内のＦｅ、Ｍｎ含有量の範囲内においてＭｎ／Ｆｅ比が０．２未満である
と、レーザー溶接時の溶け込み深さが減少するため、好ましくない。本発明の範囲内のＦ
ｅ、Ｍｎ含有量の範囲内においてＭｎ／Ｆｅ比が１．０を超えると、異常ビード数が増加
するため、好ましくない。
　ところで、Ｍｎ／Ｆｅの質量比は、鋳塊鋳造時に晶出する金属間化合物の種類と量に影
響を及ぼす。例えば、Ｍｎ／Ｆｅ質量比が増加すると、Ａｌ６Ｍｎ系の金属間化合物の数
が増加することも周知である。
【００２４】
　一方、これらＡｌ６Ｍｎ等の金属間化合物は、レーザー溶接時にＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ、Ａ
ｌ６Ｆｅ、Ａｌ３Ｆｅ等の金属間化合物に比べて蒸発しやすく不安定である。このため、
Ｍｎ／Ｆｅ比が１．０を超えると、レーザー溶接時の異常ビード数が増加して溶接性が低
下すると考えられる。
　また、ＭｎはＡｌマトリックスに固溶させることにより材料の熱抵抗を増加させるため
、レーザー溶接時における溶け込み深さを確保する上で、Ｆｅよりも重要な元素である。
このため、Ｍｎ／Ｆｅ比が０．２未満であると、レーザー溶接時における溶け込み深さが
不足すると考えられる。
【００２５】
引張り強度及び伸び値
冷延まま材：伸びの値が２％以上、且つ引張り強度が１６０ＭＰａ以上
冷延焼鈍材：伸びの値が２０％以上、且つ引張り強度が１３０ＭＰａ以上
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　ところで、Ａｌ-Ｆｅ系アルミニウム合金板を大型リチウムイオン電池容器等に適用す
るに当たっては、高強度と優れたレーザー溶接性を有するだけでなく、成形性にも優れる
ことが必要である。材料の強度は引張り試験を行った時の引張り強度で、また成形性は引
張り試験時の伸びの値で知ることができる。
　詳細は後記の実施例の記載に譲るとして、大型リチウムイオン電池容器等に適用する本
発明のＡｌ-Ｆｅ系アルミニウム合金板としては、冷延まま材にあっては伸びの値が２％
以上、且つ引張り強度が１６０ＭＰａ以上なる特性を有するものが、冷延焼鈍材にあって
は伸びの値が２０％以上、且つ引張り強度が１３０ＭＰａ以上なる特性を有するものが好
適である。
【００２６】
金属組織における円相当径５μｍ以上の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２未満
　上記のような特性は、前記特定の成分組成を有するＡｌ-Ｆｅ系アルミニウム合金板の
金属組織を細かく調整することにより発現される。
　具体的には、金属組織における円相当径５μｍ以上の第２相粒子数を５００個／ｍｍ２

未満にすればよい。
　冷延まま材であっても冷延焼鈍材であっても、金属組織に差異はない。上記のような金
属組織を有していれば、冷延まま材にあっては２％以上の伸びの値、且つ１６０ＭＰａ以
上の引張り強度を呈し、冷延焼鈍材にあっては２０％以上の伸びの値、且つ１３０ＭＰａ
以上の引張り強度を呈する。
【００２７】
　次に、上記のような二次電池容器用アルミニウム合金板を製造する方法について簡単に
紹介する。
溶解・溶製
　溶解炉に原料を投入し、所定の溶解温度に到達したら、フラックスを適宜投入して攪拌
を行い、さらに必要に応じてランス等を使用して炉内脱ガスを行った後、鎮静保持して溶
湯の表面から滓を分離する。
　この溶解・溶製では、所定の合金成分とするため、母合金等再度の原料投入も重要では
あるが、前記フラックス及び滓がアルミニウム合金溶湯中から湯面に浮上分離するまで、
鎮静時間を十分に取ることが極めて重要である。鎮静時間は、通常３０分以上取ることが
望ましい。
【００２８】
　溶解炉で溶製されたアルミニウム合金溶湯は、場合によって保持炉に一端移湯後、鋳造
を行なうこともあるが、直接溶解炉から出湯し、鋳造する場合もある。より望ましい鎮静
時間は４５分以上である。
　必要に応じて、インライン脱ガス、フィルターを通してもよい。
　インライン脱ガスは、回転ローターからアルミニウム溶湯中に不活性ガス等を吹き込み
、溶湯中の水素ガスを不活性ガスの泡中に拡散させ除去するタイプのものが主流である。
不活性ガスとして窒素ガスを使用する場合には、露点を例えば－６０℃以下に管理するこ
とが重要である。鋳塊の水素ガス量は、０．２０ｃｃ／１００ｇ以下に低減することが好
ましい。
【００２９】
　鋳塊の水素ガス量が多い場合には、鋳塊の最終凝固部にポロシティが発生するため、熱
間圧延工程における１パス当たりの圧下率を例えば７％以上に規制してポロシティを潰し
ておく必要がある。
　また、鋳塊に過飽和に固溶している水素ガスは、熱間圧延工程前の均質化処理の条件に
もよるが、最終板の成形後のレーザー溶接時に析出して、ビードに多数のブローホールを
発生させる場合もある。このため、より好ましい鋳塊の水素ガス量は、０．１５ｃｃ／１
００ｇ以下である。
【００３０】
鋳造
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　鋳塊は、半連続鋳造（ＤＣ鋳造）によって製造する。通常の半連続鋳造の場合は、鋳塊
の厚みが一般的には４００～６００ｍｍ程度であるため、鋳塊中央部における凝固冷却速
度が１℃／sec程度である。このため、特にＦｅ、Ｍｎの含有量が高いアルミニウム合金
溶湯を半連続鋳造する場合には、鋳塊中央部にはＡｌ－（Ｆｅ・Ｍｎ）－Ｓｉ等の比較的
粗い金属間化合物がアルミニウム合金溶湯から晶出する傾向がある。
【００３１】
　半連続鋳造における鋳造速度は鋳塊の幅、厚みにもよるが、通常は生産性も考慮して、
５０～７０ｍｍ／ｍｉｎである。しかしながら、インライン脱ガスを行なう場合、脱ガス
処理槽内における実質的な溶湯の滞留時間を考慮すると、不活性ガスの流量等脱ガス条件
にもよるが、アルミニウム溶湯の流量（単位時間当たりの溶湯供給量）が小さいほど槽内
での脱ガス効率が向上し、鋳塊の水素ガス量を低減することが可能である。鋳造の注ぎ本
数等にもよるが、鋳塊の水素ガス量を低減するために、鋳造速度を３０～５０ｍｍ／ｍｉ
ｎと規制することが望ましい。さらに望ましい鋳造速度は、３０～４０ｍｍ／ｍｉｎであ
る。勿論、鋳造速度が３０ｍｍ／ｍｉｎ未満であると、生産性が低下するため望ましくな
い。なお、鋳造速度の遅い方が、鋳塊におけるサンプ（固相／液相の界面）の傾斜が緩や
かになり、鋳造割れを防止できることは言うまでもない。
【００３２】
均質化処理：４２０～６００℃×１時間以上
　半連続鋳造法により鋳造して得た鋳塊に均質化処理を施す。
　均質化処理は、圧延を容易にするために鋳塊を高温に保持して、鋳造偏析、鋳塊内部の
残留応力の解消を行なう処理である。本発明において、保持温度４２０～６００℃で１時
間以上保持することが必要である。この場合、鋳造時に晶出した金属間化合物を構成する
遷移元素等をマトリックスにある程度固溶させるための処理でもある。この保持温度が低
すぎ、或いは保持温度が短い場合には、上記遷移元素等の固溶が進まず、再結晶粒が粗く
なり、ＤＩ成形後の外観肌が綺麗に仕上がらない虞がある。また、保持温度が高すぎると
、鋳塊のミクロ的な最終凝固部であるＣｕＭｇＡｌ２等の共晶部分が溶融する、いわゆる
バーニングを起こすおそれがある。より好ましい均質化処理温度は、４２０～５９０℃で
ある。
【００３３】
熱間圧延工程
　所定時間高温に保持された鋳塊は、均質化処理後そのままクレーンで吊るされて、熱間
圧延機に持ち来たされ、熱間圧延機の機種にもよるが、通常何回かの圧延パスによって熱
間圧延されて所定の厚み、例えば４～８ｍｍ程度の熱延板としてロールに巻き取る。
【００３４】
冷間圧延工程
　熱間圧延板を巻き取ったロールは、冷延機に通され、通常何パスかの冷間圧延が施され
る。この際、冷間圧延によって導入される塑性歪により加工硬化が起こるため、必要に応
じて、中間焼鈍処理が行なわれる。通常中間焼鈍は軟化処理でもあるので、材料にもよる
がバッチ炉に冷延ロールを挿入し、３００～４５０℃の温度で、１時間以上の保持を行な
ってもよい。保持温度が３００℃よりも低いと、軟化が促進されず、保持温度が４５０℃
をこえると、処理コストの増大を招く。また、中間焼鈍は、連続焼鈍炉によって例えば４
５０℃～５５０℃の温度で１５秒以内保持し、その後急速に冷却すれば、溶体化処理を兼
ねることもできる。保持温度が４５０℃よりも低いと、軟化が促進されず、保持温度が５
５０℃をこえると、バーニングを起こすおそれがある。
【００３５】
最終焼鈍
　本発明において、最終冷間圧延の後に行なわれる最終焼鈍は、例えば焼鈍炉によって温
度４００～５００℃で１時間以上保持するバッチ処理であってもよいが、連続焼鈍炉によ
って例えば５００℃～５５０℃の温度で１５秒以内保持し、その後急速に冷却すれば、溶
体化処理を兼ねることもできる。
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　いずれにしても、本発明において最終焼鈍は必ずしも必須ということではないが、通常
のＤＩ成形における成形性を考慮すると、最終板をできるだけ軟化させておくことが望ま
しい。金型成形工程における成形性も考慮すると、焼鈍材、若しくは溶体化処理材として
おくことが望ましい。
　成形性よりも機械的強度を優先する場合には冷延まま材で提供する。
【００３６】
最終冷延率
　最終焼鈍を施す場合の最終冷延率は、５０～９０％の範囲であることが好ましい。最終
冷延率がこの範囲であれば、焼鈍後の最終板における平均再結晶粒を２０～１００μｍに
して、伸びの値を２０％以上にすることができ、成形後の外観肌を綺麗に仕上げることが
できる。さらに好ましい最終冷延率は、６０～９０％の範囲である。
　一方、最終焼鈍を施さずに冷延まま材とするときの最終冷延率は、５～４０％の範囲と
することが好ましい。ＤＩ成形時にしごき加工が多くなる場合には、焼鈍材よりも若干硬
い最終板を提供する必要がある。最終冷延率が５％未満であると、組成にもよるが最終板
における引張り強度を１６０ＭＰａ以上とすることが困難となり、最終冷延率が４０％を
超えると、組成にもよるが最終板における伸びの値を２％以上とすることが困難となる。
　最終冷延率がこの範囲であれば、冷延まま最終板における伸びの値を２％以上、且つ引
張り強度を１６０ＭＰａ以上とすることができる。さらに好ましい最終冷延率は、１０～
３０％の範囲である。
　以上のような通常の工程を経ることにより、二次電池容器用アルミニウム合金板を得る
ことができる。
【実施例】
【００３７】
最終板の作成
　所定の各種インゴットを計量、配合して、離型材を塗布した＃２０坩堝に６ｋｇずつ（
合計８つの供試材）のインゴットを挿入装填した。これら坩堝を電気炉内に挿入して、７
８０℃で溶解して滓を除去し、その後、溶湯温度を７６０℃に保持し、次いで脱滓用フラ
ックス各６ｇをアルミニウム箔に包んでフォスフォライザーにて押し込み添加した。
　次いで、溶湯中にランスを挿入して、Ｎ２ガスを流量１．０Ｌ／ｍｉｎで１０分間吹き
込んで脱ガス処理を行なった。その後３０分間の鎮静を行なって溶湯表面に浮上した滓を
攪拌棒にて除去し、さらにスプーンで成分分析用鋳型にディスクサンプルを採取した。
　次いで、治具を用いて順次坩堝を電気炉内から取り出し、予熱しておいた金型（２５０
ｍｍ×２００ｍｍ×３０ｍｍ）にアルミニウム溶湯を鋳込んだ。各供試材のディスクサン
プルは、発光分光分析によって、組成分析を行なった。その結果を表１に示す。
【００３８】
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【表１】

【００３９】
　鋳塊は、押し湯を切断後、両面を２ｍｍずつ面削して、厚み２６ｍｍとした。
　この鋳塊を電気加熱炉に挿入して、１００℃／ｈｒの昇温速度で４３０℃まで加熱し、
４３０℃×１時間の均質化処理を行い、続いて熱間圧延機にて６ｍｍ厚さとなるまで熱間
圧延を施した。
　この熱間圧延板に冷間圧延を施して、厚さ１．２５ｍｍの冷延板を得た。この冷延板を
アニーラーに挿入して、３９０℃×１時間保持の中間焼鈍処理後、アニーラーから焼鈍板
を取り出して空冷した。次にこの焼鈍板に冷間圧延を施して、厚さ１．０ｍｍの冷延板を
得た。この場合の最終冷延率は２０％であった。
　冷延焼鈍板は、前記熱間圧延板に中間焼鈍を施すことなく冷間圧延を施して、１ｍｍの
冷延板を得た。この場合の最終冷延率は８３．３％であった。最終焼鈍は、冷延板をアニ
ーラーに挿入して、３９０℃×１時間焼鈍処理後、アニーラーから冷延板を取り出して空
冷した。
【００４０】
　次に、このようにして得られた最終板（各供試材）について、成形性、レーザー溶接性
の評価を行なった。
成形性の評価
　得られた最終板の成形性評価は、引張り試験の伸び（％）によって行った。
　具体的には、引張り方向が圧延方向と平行になるようにＪＩＳ５号試験片を採取し、Ｊ
ＩＳＺ２２４１に準じて引張り試験を行って、引張強度（ＵＴＳ）、０．２％耐力（ＹＳ
）、伸び（破断伸び）を求めた。
　冷延まま最終板において、伸びの値が２％以上であった供試材を成形性良好（○）とし
、２％未満であった供試材を成形性不良（×）とした。評価結果を表２に示す。
　冷延後に焼鈍を施した最終板において、伸びの値が２０％以上であった供試材を成形性
良好（○）とし、２０％未満であった供試材を成形性不良（×）とした。評価結果を表３
に示す。
　なお、表３における供試材Ｎｏ．は、表１に示した各供試材Ｎｏ．に１０の位を付した
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【００４１】
レーザー溶接条件
　得られた最終板について、パルスレーザー照射を行なって、レーザー溶接性の評価を行
なった。LUMONICS社製YAGレーザー溶接機ＪＫ７０１を用いて、周波数３７．５Ｈｚ、溶
接速度４５０ｍｍ／ｍｉｎ、パルス当たりのエネルギー６．０Ｊ、シールドガス（窒素）
流量１．５（Ｌ／ｍｉｎ）の条件にて、同供試材の２枚の板を端部同士隙間なく、突き合
わせて当該部分に沿って全長１２０ｍｍ長さのパルスレーザー溶接を行なった。
【００４２】
レーザー溶接性の評価
異常ビード数の測定／評価
　次に、レーザー溶接性の評価として、溶接部に発生した異常ビード数を測定した。まず
、上記１２０ｍｍ長さの溶接線のうち、中央部の６０ｍｍ長さの溶接線を測定領域として
決めた。次に、図１に示すように６０ｍｍ長さの溶接線に沿って形成された各パルスによ
る丸い溶融ビードの幅を溶接方向に０．０５ｍｍの間隔で連続して測定し、１０ｍｍ長さ
（１区間）毎の「平均溶接ビード幅」を算出し、各区間における「平均溶接ビード幅」か
ら比率として１．１以上乖離するビード幅を示す箇所の数をカウントした。このカウント
を６０ｍｍ（６区間）分合計して、その供試材の異常ビード数とした。
　本明細書において、異常ビード数が１０未満であった供試材を異常ビード数評価良好（
○）とし、異常ビード数が１０以上であった供試材を異常ビード数評価不良（×）とした
。評価結果を、冷延まま材については表２に、冷延焼鈍板については表３に示す。
【００４３】
溶け込み深さの測定／評価
　次に、レーザー溶接性の評価として、溶接部における溶け込み深さを測定した。図２に
示すように、溶接方向と垂直な方向における板断面を切り出して、熱可塑性樹脂に埋め込
み鏡面研磨して、溶接部垂直断面の金属組織観察を行なった。
　鋳造時に晶出した金属間化合物は、パルスレーザー照射による加熱により高温に熱せら
れ、アルミニウムに溶解し、その直後溶融ビードは急冷されて、前記金属間化合物を構成
するＦｅ、Ｍｎ、Ｓｉ等の元素はＡｌマトリックスに過飽和に固溶された組織となる。
【００４４】
　したがって、溶接部垂直断面の金属組織観察によって、当該断面において金属間化合物
の観察されないＡｌマトリックスのみの領域が溶融部分であり、当該領域の最終板の表面
からの最大深さを測定することで、溶け込み深さを測定できる。
　１供試材について５断面の溶け込み深さ測定を行ない、その平均値をその供試材におけ
る溶け込み深さ（μｍ）とした。なお、この場合前述の異常ビードにおける断面は測定の
対象外である。
　本明細書において、溶け込み深さ２２０μｍ以上であった供試材を溶け込み深さ評価良
好（○）とし、溶け込み深さ２２０μｍ未満であった供試材を溶け込み深さ評価不良（×
）とした。評価結果を、冷延まま材については表２に、冷延焼鈍板については表３に示す
。
【００４５】
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【表２】

【００４６】
【表３】

【００４７】
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各供試材の評価
　冷延まま材についての評価結果を示す表２における実施例１～５は、本発明の組成範囲
内の冷延材であり、レーザー溶接性（異常ビード数評価、溶け込み深さ評価）、成形性と
も全て良好（○）であった。
　比較例１は、Ｍｎ含有量が１．２７質量％と高く、Ｍｎ／Ｆｅ比も２．５９で本発明の
範囲外であり、溶け込み深さ評価良好（○）、成形性良好（○）であったが、異常ビード
数評価不良（×）であった。
　比較例２は、Ｆｅ含有量が１．６質量％と高く、本発明の範囲外であり、溶け込み深さ
評価良好（○）であったが、成形性不良（×）、異常ビード数評価不良（×）であった。
　比較例３乃至５は、Ｆｅ、Ｍｎともに低く、本発明の範囲外であり、成形性良好（○）
、異常ビード数評価良好（○）であったが、溶け込み深さ評価不良（×）であった。
　比較例６は、Ｓｉ含有量が０．５質量％と高く、本発明の範囲外であり、溶け込み深さ
評価良好（○）、異常ビード数評価良好（○）であったが、成形性不良（×）であった。
【００４８】
　冷延焼鈍材についての評価結果を示す表３における実施例１１～１５は、本発明の組成
範囲内の焼鈍材であり、レーザー溶接性（異常ビード数評価、溶け込み深さ評価）、成形
性とも全て良好（○）であった。
　比較例１１は、Ｍｎ含有量が１．２７質量％と高く、Ｍｎ／Ｆｅ比も２．５９で本発明
の範囲外であり、溶け込み深さ評価良好（○）、成形性良好（○）であったが、異常ビー
ド数評価不良（×）であった。
　比較例１２は、Ｆｅ含有量が１．６質量％と高く、本発明の範囲外であり、溶け込み深
さ評価良好（○）であったが、成形性不良（×）、異常ビード数評価不良（×）であった
。
　比較例１３乃至１５は、Ｆｅ、Ｍｎともに低く、本発明の範囲外であり、成形性良好（
○）、異常ビード数評価良好（○）であったが、溶け込み深さ評価不良（×）であった。
　比較例１６は、Ｓｉ含有量が０．５質量％と高く、本発明の範囲外であり、溶け込み深
さ評価良好（○）、異常ビード数評価良好（○）であったが、成形性不良（×）であった
。
【００４９】
金属組織における第２相粒子数の測定
　得られた最終板の圧延方向に平行な縦断面（ＬＴ方向に垂直な断面）を切り出して、熱
可塑性樹脂に埋め込んで鏡面研磨して、金属組織観察を行った。ミクロ金属組織を光学顕
微鏡にて写真撮影し（１視野当たりの面積；０．０３３４ｍｍ２、各試料１０視野撮影）
、写真の画像解析を行い、単位面積当たりの円相当径５μｍ以上の第２相粒子数を測定し
た。
　画像解析による測定結果を、冷延まま材については表４に、冷延焼鈍板については表５
に示す。
【００５０】
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【表４】

【００５１】

【表５】

【００５２】
　冷延まま材についての評価結果を示す表４から、金属組織における円相当径５μｍ以上
の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２以上の場合（比較例２，６）、引張り試験において、
比較的粗い第２相粒子とマトリックスとの界面において剥れが発生し易いため、伸びの値
が２％未満と低くなることが判る。
　したがって、伸びの値を２％以上とするためには、金属組織における円相当径５μｍ以
上の第２相粒子数を５００個／ｍｍ２未満とする必要があることが判る。
【００５３】
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　冷延焼鈍材についての評価結果を示す表５から、金属組織における円相当径５μｍ以上
の第２相粒子数が５００個／ｍｍ２以上の場合（比較例１２，１６）、引張り試験におい
て、比較的粗い第２相粒子とマトリックスとの界面において剥れが発生し易いため、伸び
の値が２０％未満と低くなることが判る。
　したがって、伸びの値を２０％以上とするためには、金属組織における円相当径５μｍ
以上の第２相粒子数を５００個／ｍｍ２未満とする必要があることが判る。

【図１】

【図２】
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